2010.1.9　道本部2010春闘討論集会　分科会（学習コース）

「公契約条例」の意義

～分科会議論の共通認識のために、いまなぜ「公契約」を重視するか～

１．はじめに（Ｐ72）

2008年9月29日、千葉県野田市で市長提案の「公契約条例案」が、市議会で全会一致で可決成立した。北海道七飯町などをはじめとしたここ数年各地で模索されてきた公契約条例の制度化がはじめてなされた。

結論としては、条例は議会で成立すればそれで終わりということではない。制定して、具体的措置をしなければ意味がない。それに基づいて何をするか何ができるのかが大切である。

（Ｐ72）千葉県野田市の概要

市が発注する工事などの請負業務に従事する労働者の適正な賃金を確保することを目的とした条例であります。（中略）

地方公共団体の入札については一般競争入札の拡大や総合評価方式の採用などの改革が進められてきましたが、一方で提供されるサービスや財に対する『品質の確保』が問題となり（中略）

『品質の確保』については、公共工事の品質の確保に関する法律いわゆる品確法の制定により保証されることになりましたが、賃金の問題は解決しておりません。

下請業者にしわ寄せがなされ　→孫請けなどの再委託を想定している（中略）

市が発注する工事または製造その他の請負についての契約方法

→基本的にすべて価格本位の制度になっている

・一般競争入札　価格のみを比較。入札機会均等という意味では公平な競争がなされる。

・指名競争入札　

・随意契約

談合が悪である以上、業者間の安値のやり取りがなされてきたことを私たちがどう見るのか、という背景がある。

（Ｐ73）尼崎市の取り組み

市の財政難により民間委託が広がった　～“安く切り上げるため”という動機で。

一番着目すべきは“人件費”。そこまで発注側が考えて出しているかどうか。

労働者の「引き続き慣れた仕事をしたい」という想いをどう捉えるか。

２．均等待遇とディーセントワークの視点から（Ｐ74）

尼崎市での条例制定に向けた作業チームの基本的なスタンスは「ディーセントワーク」の視点をもつ、ということでした。

ディーセントワーク～働きがいのある人間らしい仕事

ディーセントでない仕事

→不完全な就業、質の低い非生産的な仕事、危険な仕事、不安定な所得の仕事、権利が認められていない仕事、不安定な就労、男女不平等なしごとなど

均等待遇

→これを私たちは運動として具体的にさわれたかどうか。任用根拠は違うがその処遇はどうか。これを均等に考えられるかが問われている。

法改正を経て、派遣はどんな職種でもできるというながれがあった。

疎外感を強烈にあらわした事件（2008年秋葉原で派遣労働者の青年が殺傷事件を起こした）。

わかりやすい表現にすると、委託労働者が自分の仕事に「明日」を託せるか、「流した汗が報われるか」ということ。

安ければよいという価格本位の発想に立つのか、同じ仕事だから均等にとの発想に立つのか。

直営と委託で全く同じ仕事をしていて、賃金労働条件が違うことを考えれば、委託労働者が疎外感なく委託された仕事をやっているかどうかは疑問である。

市役所が発注する仕事で、雇止めが発生する事をどう捉えるか。

そこで働く人がディーセントでない仕事をさせられていないかどうか。例えば、社保・厚生年金・時間外割増の文書提示がないなど、発注する側も部分的ではあっても少なからず知っているはずなのだ。

市民生活に安心・公益をもたらす公務・公共サービスがこうした低賃金しかも雇用の不安定なまま担われていることは、大きな問題ですし、なによりもこの実態は「ディーセントワーク」とは言えない。

自治体の臨時・非常勤は、決して均等待遇ではない。

そこに労働組合の意義が反映されていないのではないか。

扶養の範囲内で働いている人もいるが、例えばその中に1人でも主たる生計者がいる場合、私たちはその存在をどうとらえるか。

「それを分かってて入ったんじゃないか」その価値観を振り回すのは経営側である。

少なくても労働組合は、一人の労働者として捉えられるかどうか。公契約条例をやっていく中で問われている。

充実感を持って仕事をするか、雇用不安で仕事をするかということにより、仕事への影響も考え得る。

３．最低賃金のあり方の議論（Ｐ82）

大括りの「最低賃金」という既定の仕方は最も低いところに焦点をあてるかたちになる。例えば、18歳の労働者にとっては「高卒に適用される初任給の時間当たり額」はそれなりの意味を見せるが、35歳や60歳の労働者にとってもそれと同じということがどうなのか。問題があるとは思うが、これを基準に考えるしかない。

４．公共サービスの提供手法の変化を捉える（Ｐ84）

図表1参照。

日経連の「新時代の日本的経営」の拡散により、終身雇用制の終焉・年功序列型賃金体系の崩壊、退職金月数の見直しなどが行われた。

Ｐ85　図2参照

５．「公契約条例」案のもうひとつの社会的意義（Ｐ88）

公契約条例を整えることにより、「住み慣れたここに住みたい」「これからもここで働きたい」という市民の思いに応えられる条件整備は、間違いなく「街づくり」的な要素を持っている。

条例をつくり、それを回していくことで「ここで働きたい」「ここに住みたい」という街づくりの要素がある。

地元雇用がどれだけあるか調べる。政策的判断があってもよい。

市内もしくは道内でのお金の循環があってよい。

（Ｐ89～90）

千葉県野田市で成立した公契約条例で「前文」がおかれた。

「公平かつ適正な入札を通じて豊かな地域社会の実現と労働者の適正な労働条件が確保されることは、ひとつの自治体で解決できるものではなく、国が公契約に関する法律の整備の重要性を認識し、速やかに必要な措置を講ずることが不可欠である。（中略）

本市は、このような状況をただ見過ごすことなく、社会的価値の向上を図るためにこの条例を制定する。」

社会的価値～Ｐ94第2条（7）を包括した概念

価格が安いだけで決める入札ではなく、価格は5割でそれ以外で5割で採点する。実際そうなっても事業者たちに混乱はなく、むしろ事業者の方が直感で感じている。一番遅れているのは“発注側”である。

６．「条例」以外のとりくみ（Ｐ90）

条例化はゴールではない

→条例以外の取り組み　旭川市「旭川市の公契約に関する方針」（Ｐ90.118.122）

多様な運動の進め方がある。地域の実態に即した取り組みが求められている。

Ｐ122「旭川市の公契約に関する方針達成の推進措置」

２　品質と適正な履行を確保することができる入札・契約制度の確立を推進するための措置（6）長期継続契約の範囲拡大　

→非常に重要な記述である。（Ｐ128規則）

Ｑ．清水町職

指定管理者制度により、地元業者が落札することが厳しくなってくることに危機感を持っている。公契約条例をきっちり運用していければそれを防ぐことができるのか。

公共サービスの一括発注について法的にどうなのか。

Ａ．現業部門を一括発注することの是非を議論すべき。市役所でやることの意義・社会的意味合いをどうとらえるか。違いを市民にわかってもらう努力をすべき。

「分割発注」という概念も持っている。より有効に税を使いたいという観点で、若干コストはかかるが分割発注というやり方もある。

地域の安全管理の視点からも、市内の雇用をどれだけ確保できるか。

また、様々な職種があって公共サービスがまわっていることを市民にアピールすべき。そういう世界を子どもたちに見せることが必要。今の大人にも見せることが必要。（公務員の仕事は行政職だけじゃないんだということ）
